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ICTの全面的な活用
（実施要領 別紙-1、2、3、9、10）について

大臣官房技術調査課

平成30年度 業務の品質確保・生産性向上等に関する説明会

対象業務

「航空レーザ測量」「空中写真測量」「路線測量」「河川測量」「現地測量」として発注する
測量業務の内、以下の2点に合致するもの。

・ ＩＣＴ活用工事、または、ＣＩＭ活用工事に関連する
・ ３次元測量手法が適用可能な現地条件である

ＩＣＴ活用工事に関連する「道路詳細設計」および「築堤・護岸詳細設計」

ＣＩＭ活用業務・工事に関連する測量で実施する「空中写真測量」を対象とする

UAV等を用いた公共測量 別紙-１

土工の３次元設計 別紙-2

３次元ベクトルデータ作成業務 別紙-3（1）

※ただし、単独で業務効率化が期待できる場合は発注対象とできる。

「路線測量」「現地測量」として発注する測量業務の内、以下3点に合致するもの。
・ＩＣＴ活用工事又はＣＩＭ活用工事に関連する
・大規模構造物の施工を予定する箇所周辺
・3 次元設計周辺データによって後工程の検討の円滑化

３次元設計周辺データ作成業務 別紙-3（2）
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ＣＩＭ活用工事に関連する設計業務で、地質調査業務、橋梁、トンネル、河川構造物（樋門・
樋管）の概略設計、予備設計、詳細設計業務、ダムの計画設計、概略設計、実施設計業務を対
象とする。（工事対象工種）河川構造物（樋門・樋管）、ダム、橋梁、トンネル

CIM活用業務（工事）別紙-9，10



平成３０年度 ＩＣＴ測量・設計の実施要領 改定のポイント

・ＵＡＶ搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）の策定
・ＵＡＶ写真、地上レーザによる三次元点群測量の標準歩掛設定
・三次元点群検定の導入

UAV等を用いた公共測量 別紙-１

土工の３次元設計 別紙-2

・受注者希望型の発注方法を新設
・河川土工、道路土工の三次元設計の試行歩掛を新設

・「３次元地形データ」⇒「３次元ベクトルデータ」へ名称変更
・「測量作業費」ではなく、「測量調査費」として積算。（土木設計等の積算基準に準拠）

３次元ベクトルデータ作成業務 別紙-3（1）

※その他については新旧対照表等を参照のこと。（改定）

（改定）

（改定）

・三次元測量を利用して測量段階で設計、施工時に必要となる調査を事前実施する
・「測量作業費」ではなく、「測量調査費」として積算。（土木設計等の積算基準に準拠）
・成果品として「現地調査結果」「３次元設計周辺データ」「報告書」を納品

３次元設計周辺データ作成業務 別紙-3（２） （新設）
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・大規模構造物の詳細設計においてBIM/CIMを原則対象として発注。
・要求事項（リクワイヤメント）の拡充。

大規模構造物への３次元設計の適用拡大 別紙-９，１０ （改訂）

【別紙-1】 ＵＡＶ等を用いた公共測量
（三次元点群測量）
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ＩＣＴ活用測量業務について

ＵＡＶ写真測量 ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル(案)改定（H29.3）

構成

ＵＡＶを用いた公共測量マニュア
ル(案)

地上レーザスキャナを用いた公共測量マ
ニュアル（案）

ＵＡＶ搭載型レーザスキャナを用
いた公共測量マニュアル（案）

第2編 第3編 第2編 第3編 第3編 第5編

対象測量 現地測量 応用測量 現地測量 応用測量 応用測量 現地測量等

主な成果
物

数値地形図 三次元点群 数値地形図 三次元点群 三次元点群 数値地形図等

三次元点群を使用した断面図作成マニュアル（案）
必要データ 三次元点群

対象測量 路線測量、河川測量

主な成果物 縦横断面図

ICTを活用した公共測量では主に以下のマニュアル（案）等を活用する。
マニュアルは数値地形図作成を対象としている部分と三次元点群取得を対象としている部分に分
かれているので注意。

ＵＡＶレーザ測量 ＵＡＶ搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）を策定（H30.3）

地上レーザ測量 地上レーザを用いた公共測量マニュアル（案）を改定（H30.3）

横断面データ（例）
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ＵＡＶ写真

業務価格の算定は、以下の費用の組み合わせにより実施
・機械経費等については、算定式に基づき計上（測量面積に比例）
・三次元点群データの作成（三次元点群測量）標準歩掛の設定

機械経費等 直接人件費
機械経費等：
設計業務積算基準における
「機械経費」「通信運搬費等」「材料費」の総称

イメージ

UAV写真測量※

地上レーザ測量※

【0.1km2あたり】
1業務あたりの作業計画含む

測量主任技
師

測量技
師

測量技師
補

測量
助手

測量補助
員

3.1 11.7 8.7 7.1 2.0

測量主任技
師

測量技
師

測量技師
補

測量
助手

測量補助
員

2.8 20.5 18.6 2.0 2.5
※縦横断面データファイル作成（サーフェスモデル作成含む）を行う場合
の歩掛についても設定。

この他、精度管理費等も設定。

点群データ

断面データ

三次元点群測量
（イメージ）

ＵＡＶ写真及び地上レーザー測量における標準歩掛の新設
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測量手法の選定方法

以下の条件に該当する場合は、「ＵＡＶ写真」を選定する。
• 植生被覆がない、または、植生被覆が少ない時期に現場作業を実施できる
• 無人航空機の運航の安全確保に支障がない

「ＵＡＶ写真」の条件に該当しない場合は、「地上レーザ」を選定する。
測量範囲において、自動車走行が可能な場合は、「車載写真レーザ」を選定してもよい。
無人航空機の運航の安全に支障がなく、被覆植生が一定以下の場合であって、必要な精
度を確保可能な機材を所有している場合は、「ＵＡＶレーザ」を選定してもよい。
単一業務内にて、地域区分や現場条件が異なる場合は、あらかじめ区分毎に数量を確定
した上で、複数の手法を選定してもよい。
路線測量・河川測量は、測量範囲を面積換算し、選定する。

• 対象面積、地域区分等の他、実際の現場条件等にも配慮して測量手法を選定する
ものとする

大市街地 市街地(甲) 市街地(乙) 都市近郊 耕地 原野 森林
～0.01km 2

0.01～0.2km 2

対象面積
地域区分（地物）

車載写真レーザ UAV写真
地上レーザ
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１－１ 成果検定
１－１－１ 成果検定の対象

（１） 基本測量（全ての測量の基礎となる測量で，国土地理院が行うものをいう）
基本測量は全ての測量の基礎となるものであり，高精度を要し，かつ利用度の高いものであるので，原則として全ての基本測量を成果検定の対象とする。

（２） 公共測量（地方整備局等が行う測量）
公共測量作業規程で，精度を要すると規定されている測量，後続の測量の基準となる測量（基盤地図情報に該当する測量成果等）及び成果の重要性を勘案して地図作成（修正・写真地図を含

む。)，空中写真測量，航空レーザ測量，三次元点群測量，一定距離以上の縦断測量を成果検定対象の標準とする。
１） 基準点測量関係

① １級基準点測量
全てを検定の対象とする。

② ２級基準点測量
全てを検定の対象とする。

③ ３級基準点測量
下記3項目のうちのいずれかに該当する場合を検定の対象とする。
・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合
・4級基準点測量の基準となる場合
・レベル500地図作成のための標定点測量の基準となる場合

④ ４級基準点測量
下記2項目のうちのいずれかに該当する場合を検定の対象とする。
・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合
・レベル500～1000の地図作成のための標定点測量の基準となる場合

２） 水準測量関係
① １級水準測量

全てを検定の対象とする。
② ２級水準測量

全てを検定の対象とする。
③ ３級及び４級水準測量

下記2項目のうちのいずれかに該当する場合を検定の対象とする。
・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合
・図化のための簡易水準測量の基準を与える幹線測量となる場合

３） 空中写真測量関係
撮影面積にかかわらず検定の対象とし，撮影後速やかに検定を受けるものとする。

４） 数値地形図データ作成関係
現地測量・数値図化・数値地形図修正・航空レーザ測量で作成した数値地形図データファイルについては，面積・縮尺にかかわらず検定の対象とする。

５） 応用測量関係
路線測量・河川測量において実施される縦断測量で3kmを超えるものを検定の対象とする。
なお，縦断測量（仮ＢＭ設置測量・水準基標測量を含む）は，主に水準測量により行われていることから，検定料金が示されていない場合は，該当する水準測量の検定料金を適用することが出

来るものとする。また，路線測量・河川測量において基盤地図情報に該当する測量成果等は検定の対象とする。
６） 三次元点群測量

観測面積にかかわらず検定の対象とし，速やかに検定を受けるものとする。

地理院の定めた「三次元点群測量成果検定基準」
基づき第三者機関が測量成果の瑕疵の指摘及び所
要の内容を確認し、品質の評価、判定を行う

三次元点群測量成果の検定の実施について

第１章 測量業務積算基準（参考資料）
：H30改定

点群ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾃﾞｰﾀ
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【別紙-2】 土工の３次元設計業務
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【設計分野】 土工の３次元設計業務

細別
直接人件費

主任技術者 技師長 主任技師 技師（A） 技師（B） 技師（C） 技術員
堤防法線 0.2 0.4 0.6
横断形状 1.2 1.2 1.6
地形情報 0.4 0.6 0.8
照査 0.5 0.5 1.3
報告書作成 0.5 0.5 0.5
計 0.5 1.0 3.6 2.7 3.0
（注）１．計画堤防面、余盛堤防面以外の横断形状の作成がある場合は別途計上する。

２．表面の直接編集がある場合は技師（A）0.6（人・日）、技師（B）1.0（人・日）を計上する。
３．電子計算機使用料は直接人件費の２％を直接経費として計上する。
４．作業量の補正にあたっては護岸詳細設計に基づき算定する。

細別
直接人件費

主任技術者 技師長 主任技師 技師（A） 技師（B） 技師（C） 技術員
道路中心線 0.2 0.5 0.5
横断形状 1.0 0.8 1.2
地形情報 0.2 0.5 0.5
照査 0.5 0.5 1.0
報告書作成 0.5 0.5 0.5
計 0.5 1.0 2.9 2.3 2.2
（注）１．道路面、路床面、路体面以外の横断形状の作成がある場合は別途計上する。

２．表面の直接編集がある場合は技師（A）0.6（人・日）、技師（B）1.2（人・日）を計上する。
３．電子計算機使用料は直接人件費の２％を直接経費として計上する。
４．作業量の補正にあたっては道路詳細設計に基づき算定する。

「LandXML1.2に準じた３次元設計データ交換標準（案）（国土交通省・平成30年3月）」に基づいて土工の３
次元設計データを作成する場合には以下において積算するものとする。（新調積システムではコード入力にて対応済）

土工の三次元設計（河川土工）

土工の三次元設計（道路土工）
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【別紙-3(1)】 ３次元ベクトルデータ作成業務

【別紙-3(2)】 ３次元設計周辺データ作成業務
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３次元ベクトルデータ作成業務について

• 3次元ベクトルデータ作成業務は、設計業務等の効率化・高度化を図ることを目的として、地形・地
物の高さ情報を含む３次元ベクトルデータ（数値地形図）を作成する業務である。

• 予備設計段階等の空中写真測量においてBIM/CIMでの活用を想定している範囲を作成する。

概略設計

詳細設計

３次元ベクトルデータ作成業務
（予備設計実施前）

路線測量
河川測量 地形測量

空中写真測量

縦横断図 平面図

予備設計

３次元ベクトルデータ作成

平面図

三次元
地形

空中写真（レーザ）測量
（予備設計の必要範囲）

３次元地形データ作成
（CIM活用予定範囲）

設計対象（路線）

事業実施フロー 成果のイメージ

• 空中写真測量の対象範囲は、「平面図」を測量成果として作成する。
• 空中写真測量の測量範囲のうち、BIM/CIMの設計に必要な範囲を対象

として「３次元ベクトルデータ」を作成する。

①従来の測量成果

②断面変化点を取得し、データ化

①断面変化点は図化しない

②３次元ベクトルデータ

3
次

元
デ

ー
タ

・
C
IM

の
活

用
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３次元ベクトルデータの成果

 

建物の外形線と高さから立方体へ変換 

断面変化点を取得し、データ化

等高線や点群は、断面変化点が把握できない

これまでの測量成果

３次元ベクトルデータ

建物の外形に加えて高さを取得し立体化

これまでの測量成果 ３次元ベクトルデータ

建物の外形のみを計測

地物データの立体化

地形データの高度化

３次元ベクトルデータは、地形データを高度化・地物データを立体化した表示が可能となる
CIM活用工事に関連する路線測量、現地測量を対象とし、橋梁、トンネル、河川構造物、ダム等の大規模
構造物の施工する箇所周辺において、断面変化点を取得するとともに地物なども含めた３Dデータを作成する
測量業務を実施。（地形の詳細な経年把握、フロントローディングに活用）

（地図センターHPより引用）

成果の表示イメージ

成果の表示イメージ

これまでの測量成果 ３次元ベクトルデータ
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堤防周辺の宅地や設計、
施工の支障物

３次元設計周辺データ作成業務について

• ３次元設計周辺データは、予備設計後の測量において現地条件を考慮して詳細設計・工事に活用
可能な現地調査を三次元計測で実施する。（フロントローディング）

詳細設計

三次元測量実施
（予備設計実施後）

路線測量
河川測量 地形測量

縦横断図 平面図

予備設計 設計周辺データ作成

路線測量

点群・写真

三次元
測量

設計対象

事業実施フロー 成果の作成範囲

工事

三次元周辺調査

懸案項目（対象とする事項例） 取得データの種類例 点群密度
地形の起伏が激しい 地形 高密度
立体交差等が輻輳 立体交差等（地形・地物） 標準密度
鉄道事業者等関係機関との調整が煩雑 鉄道施設・設備等（地形・地物） 標準密度
用水路やわき水が存在し、周辺状況への配慮が必要 用水路やみず道（地形・地物） 標準又は高密度
その他高圧線等、重大な周辺支障物の存在 支障となる地物 標準又は高密度

低密度 標準の密度 高密度
100ｍ2（10ｍ
×10ｍ）につき
1点以上

0.25ｍ2（0.5
ｍ×0.5ｍ）に
つき1点以上

0.01ｍ2（0.1
ｍ×0.1ｍ）に
つき1点以上

（参考：点群密度の考え方）
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３次元設計周辺データ作成業務の成果

ICTまたはCIM活用工事に関連する路線測量、現地測量を対象とし、橋梁、トンネル、河川構造
物、ダム等の大規模構造物の施工する箇所周辺において、後段階の周辺調査をかねて３Dデータ
を作成する測量調査を実施
【３Dデータ作成が有効な箇所を対象として実施】
（対象箇所例） 地形の起伏が激しい、立体交差等が輻輳、鉄道事業者等関係機関との調整

が生じる、その他高圧線等、重大な周辺支障物が存在する

これまでの測量成果

建物の外形のみを計測

H30年度
取得した3次元の座標値を平面図として納品 周辺地物を含めた点群データを留意点を添えて報告書とともに納品

（→後検討の際に位置関係等が即時に参照可能）

既設橋脚の周辺

ＴＳ計測

平面図等

設計項目 成果物 摘要
現地調査 現地写真、

ルートマップ、
結果とりまと
め

3次元設計
周辺データ作
成

3次元設計
周辺データ

三次元点群
データファイル
（csv）
ＴＩＮデータ
ファイル
（LandXML）

報告書作成 報告書

成果品一覧

樋門の位置
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【別紙-９，１０】 ＣＩＭ活用業務（工事）

16



平成30年度の発注方針

• H30年度より「新技術導入促進調査経費」等を活用し、橋梁、トンネル、河川構造物、ダム
などの大規模構造物の詳細設計において、BIM/CIMの実施を原則対象※とする。

現状 Ｈ３０年度の取組み 将来の運用

①設計の効率化

②施工の効率化

③設計図書を想
定した3Dモデル
の構築

④データ共有方
法

• 3Dモデルを活用した合意形
成への活用

施工計画検討

• 発注者が複数の設計成果を施
工業者へ受け渡し

測量、地質、設計業者

発注者

施工者

施設管理者

各工程の成果格納

活用

項目 数量

橋脚（鉄筋） ○

橋脚（Con） ○

・・・ ○

○

○

• 的確な設計意図の伝達、図面間の不整合の解消
や設計条件の可視化

■設計段階におけるBIM/CIMの原則化
⇒ 的確な照査による設計ミスの解消
⇒ 数量の自動算出により、施工計画検討と連動

する形での工事費の確認や経済比較を効率化
⇒工期の自動算出、施工計画や維持管理の事前

検討などによるフロントローディングの実現

受・発注者、前工程設計者などが事業中の三次元
データをクラウドで同時に共有

■一元的な情報共有環境の構築
全国の3次元データを収集・蓄積するクラウド

干渉チェック 工事数量算出住民説明

• 検尺等により管理断面毎に
計測

• 設計照査の省力化、施工管理の効率化と監督・
検査への連携

出来形管理施工ステップ

■施工段階におけるBIM/CIMの原則化
⇒最適な施工工程の実現、最適となる人材や資

材の確保
⇒3次元計測と連携し施工の実施状況の把握及

び出来形管理の効率化

高所作業車
を用いた検尺
による計測

2次元図面

• 寸法や材料特性等を具備した３次元モデルの作
成（適宜、2次元図面を活用）

CIMモデル

■3Dモデルの契約図書化
⇒契約図書に活用、３Dデータの流通・利活用を促進

• 契約図書は2次元図面
• CIMモデルは参考資料

○○調査

○○調査
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※発注者指定型又は受注者希望型のいずれかで発注を行う。

Ｈ３０年度 ＢＩＭ/ＣＩＭ 業務・工事の実施方針

①契約図書化に向けたCIMモデルの構築（設計・施工）
・新たに策定した「３次元モデル表記標準（案）」をもとに2D図面と連動した3Dモデル作成・活用を実施。
②関係者間での情報連携及びオンライン電子納品の試行
・新たに策定した「情報共有システム機能要件」をもとに3Dビューを活用した関係者間共有、オンライン納品を実施。
③属性情報の付与
・付与すべき属性情報を検討、結果を一覧にとりまとめる。（H30年度からIFCによる属性情報の直接付与が可能に）
④CIMモデルによる数量、工事費、工期算出
・3Dモデルでの数量算出のため、改定された「土木工事数量算出要領（案）」をもとに課題や結果をとりまとめる。
⑤CIMモデルによる効率的な照査の実施
・詳細設計照査要領に基づく従来の照査と比較し、3Dでの照査による効率化の程度についてとりまとめる。
⑥施工段階でのCIMモデルの効率的な活用
・施工計画検討を動画によって実施。工事においては計測機器と連携した出来形確認を実施。
⑦その他【現場特性に応じて設定】
・実施する現場の特性に応じてカスタマイズ。受発注者の協議を介し、3Dデータ活用による生産性向上の手立てを探る。
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【Ｈ３０実施方針】
（対象業務（工種））
・地質調査業務、橋梁、トンネル、河川構造物（樋門・樋管） ダム
（この他、必要に応じて他工種でも実施可能。）
【業務プロセス】
➀CIMモデルの作成・更新：CIM導入ガイドラインを参考に以下７項目を受発注者協議により決定。実施計画書

に決定事項を記載し、必ず提出。
「１．データモデルの種類」「２．３次元モデルのタイプ」「３．活用項目」「４．作成・更新の対象範囲」
「５．詳細度」「６．属性情報（内容、付与方法等）」「７．ソフトウェアの仕様」
②CIMモデルの活用：リクワイヤメントから４項目を標準（最低３項目）選定して実施。
③CIMモデルの納品：「CIM事業における成果品作成の手引き」に基づき、以下４点を必須で納品
「実施計画（報告）書」「照査時チェックシート」「事前協議・引継書シート」「モデル」

BIM/CIM 業務・工事の方針



リクワイヤメントの拡充

• H29年度の要求事項（リクワイヤメント）を拡充、CIMの導入・普及に必要となる課題の抽出及び
解決方策を検討

要求事項（リクワイヤメント）案

19

（各業務・工事で複数項目設定し、実施）

選択したリクワイヤメントを効率的に実施するため、必要となるソフトウェアの技術開発事項について、
「技術開発提案書」として具体的に整理すること（可能な限り定量的に評価）

項目 概要

①契約図書化
に向けたCIM
モデルの構築

(設計) • 「表記標準」に従い、契約図書としての要件を備えたCIMモデルを作成すること。またCIMモデルか
ら切り出した２次元図面を成果とすること

(施工) • CIMモデルを作成し、設計照査、設計変更、施工管理（段階確認、検査等）での確認に活用
すること。また、作成したCIMモデルは２次元図面と整合を図ること

②関係者間での情報連携
及びオンライン電子納品の
試行

• 設計や施工段階において、建設生産プロセス全体を見据えた属性情報等が付与できるよう、情報
共有システムを活用し、受・発注者に加え、関係者による情報連携を実施すること

• 発注者への成果物の納品にあたり、オンライン電子納品を検討、実施すること

③属性情報の付与 • CIMガイドラインに沿った属性情報を付与するとともに、付与した情報の利用目的や利用にあたって
の留意点等を一覧表としてとりまとめること

④CIMモデルによる数量、工
事費、工期算出

• ソフトウェアの機能を用いて数量を自動算出すること。その際、施工計画の検討と連動して数量が
算出できる方法を検討し実施すること

• 概算事業費及び工期の算出方法を検討し、実施すること
⑤CIMモデルによる効率的

な照査の実施 • CIMモデルを活用した効率的な照査方法を検討、実施すること

⑥施工段階でのCIMモデル
の効率的な活用

• CIMモデルを用いた仮設計画、施工計画を行うこと
• ３次元計測と連携した出来形管理を検討、実施すること

30
年
度
新
規
追
加

29
年
度
内
容
拡
充

（重要項目）発注者視点から有効活用
可能なモデル構築を指示する。

リクワイヤメントの実施例①「契約図書化に向けたCIMモデルの構築」
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• 「表記標準」に従い、設計図書としての要件を備えた3Dモデルを作成、納品する。また、作成した３Dモデルと２次
元モデルとの整合性について確認すること

• 当該モデルを効率的に作成・利用するため、必要となるソフトウェアの技術開発事項について具体的に整理すること
（可能な限り定量的に評価）

• 3Dモデルを作成し、設計照査、設計変更、施工管理（段階確認、検査等）での確認に活用する。また、当該モ
デルを効率的に作成・利用するため、必要となるソフトウェアの技術開発事項について具体的に整理すること（可能
な限り定量的に評価）

受発注者の履行範囲内での活用だけでなくプロセス全体で３次元モデル利活用推進のため、標準的
な仕様に基づく運用と技術開発にかかる提案を実施する。

詳細設計

工事

２次元モデルとの整合性確認

作成・納品

発注者

設計者
発注者

施工者

照査結果報告や変更協議での活用

作成・確認依頼

求める機能：部分的な3Dモ
デルの切り出し、更新反映
→定量的な効果とともに提出

「技術開発提案書」の作成例

求める機能：座標値入力で
ＧＩＳと連動した現地合わせ
→定量的な効果とともに提出

「技術開発提案書」の作成例



リクワイヤメントの実施例②「関係者間での情報連携,オンライン電子納品の試行」
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• 設計段階や施工段階において、建設生産プロセス全体を見据えた属性情報等の付与が行えるよう、情報共有シス
テムを活用して受発注者に加え関係者による情報連携を実施すること

• オンライン電子納品を実施すること。オンライン電子納品の効率的な運用に向け、必要となるソフトウェア技術開発に
ついて具体的に整理すること（可能な限り定量的に評価）

必要な事前情報や後段階に残すべき情報の共有を推進し、「重複作業の防止」「必要情報の確実な
蓄積」「品質確保の徹底」等を図ることを目的として情報共有システムを活用した連携を実施する。
共有したデータのオンラインでの納品を試行する。
詳細設計 工事

• バーチャルコミュニケーション：従来の３者会議等をクラウド環境化で行う。
• ロスデータの発掘：前段階で取得可能なデータ等の内、納品されていないだけで後

段階で活用することで生産性の向上が見込める情報の共有等を実施。
• 管理属性の項目化：管理段階で必要なデータをユースケースを元に項目化。
• オンライン電子納品：情報共有システム（ＡＳＰ等）で蓄積された成果をデータ

通信によって発注者が指定するサーバへの納品を行う。

リクワイヤメント実施（例）

求める機能：納品成果とテクリス・コリンズ
情報との連携機能の実装
→定量的な効果とともに提出

「技術開発提案書」の作成

測量・地質
設計

工事 維持管理・点検

受注者（納品者）

運用イメージ

受注者（施工者）

設計者

施設管理者
発注者

【例】施工時のモデル

【詳細設計 成果】 【工事 施工段階】

３次元データの収集・蓄積

A社

オンライン電子納品

オンライン電子納品

契約後は、クラウド上で関係者が情報を共有しながら事業を実施

測量・調査者

検索・閲覧および
ダウンロード機能

連携・提案

リクワイヤメントの実施例③「属性情報の付与」
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工程 属性種別 属性名称 付与時の用途 申し送り事項 最終更新日時 必須 選択

設計時 部材情報

ID 属性管理

属性情報を管理するため、1000～1999までを○○【工種など】、
2000～2999を○○【工種など】に付与。付与にあたっては統一
的な分類、記載方法に配慮。 2017/8/22 ○

構造物名称 属性管理
属性情報を管理するため、名称を区画ごとに○○といった規則
で付与。 2017/8/22 ○

部材名称 属性管理
属性情報を管理するため、名称を部材ごとに○○といった規則
で付与。 2017/8/22 ○

設計時
品質管理基
準情報

設計基準強度 構造計算 【技術基準】○○（発行年度も明示）に従って構造計算に利用。 2017/8/22 ○

コンクリート体積 費用算出
土木工事数量算出要領に従って3次元モデルから算出する方
法によって算出。 2017/8/22 ○

施工時 基準点情報
計測日 属性管理

属性情報を管理するため、計測日を以下の形式で付与。
【平成○年○月○日○時○分】 2017/8/22 ○

xyz座標 施工管理
トータルステーションによって取得したTS点を世界測地系に
則って○○【測定箇所等】に付与。 2017/8/22 ○

（※付与属性項目一覧表：作成例）

CIMモデルのCIMガイドラインに沿った属性情報の付与を原則化するとともに、属性付与
に関する情報を一覧表（※）としてとりまとめる。

属性情報の直接付与 属性情報の外部参照
いずれの方法でも可

（ID記載例）

IFCでの属性情報の
直接付与が対応可能なソフト
ウェアが順次拡大。



リクワイヤメントの実施例④「ＣＩＭモデルによる数量、工事費、工期算出」
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想定する施工順序や区割りと連動する形で数量が算出できるように施工ステップ等に沿っ
たＣＩＭモデルを構築し、算出された数量に基づき概算事業費及び工期の算出を行う。
土工構造、コンクリート構造、鋼構造については「土木工事数量算出要領（案）」の改定
も踏まえ効率的な数量算出、工期等の算定を行う。

3Ｄモデルを活用した効率的な数量算出を実施、結果について取りまとめる。

算出された数量結果に基づいて概算事業費、工期を算出する。

【ねらい】 3Ｄモデルを活用し、従来の算出方法にとらわれない効率的な数量、工事費、
工期算出方法について検証する。

３次元モデルに対応した「数量算出項目及び区分」を設定 数量算出に対応した「３次元モデル作成方法」を設定

【土工】
施工幅や土質区分
の表現方法を記述

【橋梁】
グロス質量を考慮し
た属性情報の付与

リクワイヤメントの実施例⑤「ＣＩＭモデルによる照査の実施
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従来、2次元図面にて詳細設計時の照査事項として実施している各項目について、CIMモ
デルを用いた効率的な照査方法を選定して実施する。
CIMモデルを活用することによって効率化が見込める項目をリストアップ。効率化の程
度についてとりまとめる。

【支承アンカーと主桁ＰＣ鋼材の干渉照査】

CIMモデルによる照査検討（例）

鉄筋同士の干渉の照査

No. 項目※ 照査内容（例）
1 要領・基準の照査 適用した要領・基準類の名称、発行年等を対象物ごとの一覧で照査。
2 構造物の干渉チェック 既存構造物とCIMモデルとの干渉を照査。
3 施工計画の照査 施工時のシミュレーション等により支障物、ヤード、交通条件等、施工計画の妥当性を照査。
4 周辺影響の照査 施工中の周辺影響（騒音、振動、汚染等）について照査。
5 周辺環境の照査 竣工後の周辺環境（日照、景観等）について照査。
6 測量成果の整合確認 測量成果（基準点、縦横断等）を取り込みCIMモデルとの整合を照査。
7 地質調査結果の整合確認 地質調査成果（土質定数、地下水位等）を取り込みCIMモデルとの整合を照査。
8 部材の干渉チェック 鉄筋同士及び鉄筋と部材等の干渉について照査。
9 数量結果の照査 CIMモデルと数量算出結果の整合を照査。
10 構造計算結果の照査 構造計算結果（かぶりや鉄筋量等）とCIMモデルとの整合について照査。
11 図面との整合 CIMモデルと2次元図面との整合について照査。
12 更新履歴チェック CIMモデルの更新履歴を出力し、更新内容を照査。

セグメント継目位置

【排水計画と上部工との整合照査】

セグメント継目位置、桁端部を
避けた位置に排水枡を設置

※詳細設計照査要領より抜粋（文言補足等あり）



リクワイヤメントの実施例⑥「施工段階を見据えたＣＩＭモデル構築」
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施工ステップの各段階における時間軸を付与したCIMモデルを作成し、施工管理に関する
一連のフローを動画等で確認できるようにする他、出来形管理等において3次元計測手法
との連携を想定したモデルを構築する。

支障範囲の確認

下部工（鉄筋配置、打設） 上部工（架設計画） 供用シミュレーション

トンネル、土工等の出来形（施工）管理施工時の段階的な確認

施
工
計
画

施
工
管
理
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参考



Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
工
事
・
Ｃ
Ｉ
Ｍ
活
用
工
事
（
施
工
会
社
）

３次元設計データ修正
情報化施工用データ作成

ＩＣＴの全面的な活用における３次元データの流れ

『三次元点群データ』
「UAVを用いた公共測量マニュアル
(案)第3編」および「地上レーザス
キャナを用いた公共測量マニュアル
(案)第3編」に基づき取得した三次
元点群データを、三次元形状復元
計算ソフト（SfMソフト）や点群
処理ソフトにより作成。

＊「CSV形式」は、メーカーやソフト
には依存しない。
＊通常の測量成果「LAS形式」で
も多くのソフトで対応可。

『CIMモデル』
CIM対応ソフトにより作成。成果
品は共通フォーマット（IFC又は
LandXML）に準拠して作成する
他、共通フォーマットのないものにつ
いては確認用ビューワとともにオリジ
ナルファイルにて納品。
（対応ソフトは以下参照）
http://www.ocf.or.jp/cim
/CimSoftList.shtml
＊「IFC形式」は、メーカーやソフト
には依存しない。
＊ICT土工等で使用する「地形
サーフェスモデル」「スケルトンモデ
ル」「設計サーフェスモデル」はCIM
モデルの一部（LandXML）

『ICT施工用データ』
３次元設計データの照査を実施す
る。その内、土工に関する部分につ
いて修正設計データ
（LandXML）を、TS出来形管
理データ作成ソフトやMC・MG
データ作成ソフトに読み込み、施
工用データを作成（書き出し）す
る。
『CIMモデル』
CIMモデルを更新することで施工管
理等での活用を行う。

起
工
測
量
・
設
計
照
査
（
施
工
会
社
）

３次元設計データ作成３
次
元
測
量
（
測
量
会
社
）

３
次
元
設
計
（
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
）

３次元地形測量

作成するデータ 作成するデータ 作成するデータ

◎ 線形モデル（LandXML）
◎ 土工形状モデル（LandXML）
◎ 地形モデル（LandXML）
◎ 構造物モデル（IFC）

○ 地質モデル（オリジナル）
○ 広域モデル（オリジナル）
○ 統合モデル（オリジナル）

CIMモデルの分類

共通フォーマットの採用
※ソフトウェアに依存しないデータ形式が採用

オリジナルフォーマットの納品
共有フォーマット（IFC）に向けた検討中

土工形状モデル（LandXML）

構造物モデル（IFC）
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トップランナー施策（ＩＣＴの全面的な活用）

測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計図
面との差分から、施
工量（切り土、盛り土
量）を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等により、
出来形の書類が不要とな
り、検査項目が半減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

施工

① ②

③

④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ
ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

３次元設計データ等
を通信

これまでの情報化施工
の部分的試行

・重機の日当たり
施工量約1.5倍
・作業員 約1/3

３次元
データ作成

２次元
データ作成

書類による検査

フロントローディングの実施

28



ガイドライン、基準類 基準類概要

BIM/CIMの活用に関する実施
方針

ＣＩＭを活用する業務、工事の求める要件、発注方法、評価等の実施方針
を規定。
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.ht
ml

改定

3次元モデル表記標準（案）
成果品としての3次元モデルに求める表記の方法について規定。
http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html 策定

土木工事数量算出要領
（案）

３次元ＣＡＤソフト等を用いた構造物の体積算出方法を追記。
http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/sr/yoryo3004.htm 改定

ＣＩＭ導入ガイドライン
（案）

BIM/CIMの考え方、BIM/CIMを活用するための留意事項、CIMモデル作成の指
針および活用方法等を明示。http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html 改定

ＣＩＭ事業における成果品
作成の手引き（案）

ＣＩＭモデルを納品する項目やフォルダ構成等、納品に必要な基本事項を
規定。http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html 改定

工事施工中における受発注
者間の情報共有システム機
能要件

工事においてi-Construction、BIM/CIMへの取り組みを推進するために、
図面サムネイル表示機能、3次元データ等表示機能、コンカレント支援機
能の追加。http://www.cals-ed.go.jp/jouhoukyouyuu_rev20/

改定

業務履行中における受発注
者間の情報共有システム機
能要件

設計業務等においてi-Construction、BIM/CIMへの取り組みを推進するた
めに、図面サムネイル表示機能、3次元データ等表示機能、コンカレント
支援機能の追加を含む新規策定。
http://www.cals-ed.go.jp/jouhoukyouyuu_rev20/

策定

ＢＩＭ/ＣＩＭの運用に関する基準の策定、改定

○ BIM/CIMの運用に必要となるCIM導入ガイドライン（案）の他、3次元モデルの表記方法
を定めた3次元モデル表記標準（案）等の要領・基準類について改定、策定。

○ CIM導入ガイドライン（案）等に基づき、更なるBIM/CIMの活用を推進する。
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ICT土工
3次元ﾃﾞｰﾀ

報告書
工事書類　等

・土木設計業務等の電子納品要領
・工事完成図書の電子納品等要領

電子納品運用ガイドライン

LandXML1.2に準じた
3次元設計データ交
換標準（案）Ver.1.2お
よび同ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

要領
・
基準

受発注者の役割・作業手順
運用上の留意点　等

【業務・工事成果全体の規定】
電子媒体、フォルダ構成（全体＝第一階層※）、業務・工事管理情報　　※ICONフォルダ含む

データ作成仕様、
ファイル形式、
フォルダ構成（ICONフォ
ルダ以下）、
ファイル命名ルール

CIMの導入目的、活用事例、CIMモデルの定義、詳細度
受発注者の役割・作業手順、運用上の留意点

CIMモデル作成指針・属性情報（例示）※

データ作成仕様、
ファイル形式
フォルダ構成
ファイル命名ルール
（＝電子納品に関する
規定）

データ作成仕様、
ファイル形式、
フォルダ構成、
ファイル命名ルー
ル、
成果品管理情報

・CAD製図基準
・測量成果電子納品要領
・地質・土質調査成果電子
納品要領
・土木設計業務等の電子納
品要領　機械設備編
・工事完成図書の電子納品
等要領　機械設備編

データ作成仕様、
ファイル形式、
フォルダ構成、
ファイル命名ルール
成果品管理情報

図面、測量
地質・土質、機械設備

CIMモデル
（構造物等）

運用
ガイド
ライン

要領・基準に基づき業務・工事を行う上での
解説（補足説明、参考となる情報提供）、作業
手順等

業務・工事実施上の仕様、規定

※CIMモデルの作成については、3次元モデルの作成範囲や付与する属性情報等をガイドライン上で例示し、
活用目的に応じて受発注者で協議するものとし、どの業務・工事でも必ず作成するモデル仕様としては規定し
ない。

（成果品毎の要領・基準）

土木数量算出要領
出来形管理・
監督検査要領

数量算出、出来形管理・監
督検査等に関する基準・規
定

CIM導入ガイドライン（案）

・３次元モデル表記
標準(案)
・CIM事業における
成果品作成の手引き
（案）

要領・基準類等の整備対象とその関係
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改定

新設

改定

改定



準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

Society5.0におけるi-Constructionの「深化」

○Society5.0においてi-Constructionを「深化」させ、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○平成30年度は、ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る

建設プロセス全体を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活用
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

道路法面緑化

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

従来手法

i-Construction

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信
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測量・地質 設計 工事 維持管理・点検

３Dデータの収集・蓄積

発注者における３Ｄデータ利活用について

地形の3D化による
各種シミュレーション等
への活用等

設計の3D化による
施工計画、数量確認の
効率化、品質確保等

施工の3D化による
安全な施工管理、監
督検査の効率化等

維持管理の3D化による
迅速な変位把握、ト
レーサビリティの向上等

三次元測量
BIM/CIM

ICT施工
ロボット点検

Etc.

各現場でのリアルタイムの情報共有、納品された３Ｄデータの活用等
発注者が3Dデータを活用する重要性が増大

「３次元データ利活用方針」（29.11策定）


